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荒廃する日本にならないため
にはどうすればいいか

【大石】　お忙しい中、第 5回研究顧問

座談会にご参集ありがとうございま

す。ホームページに掲載しています過

去 4回の座談会の議事録を読んだ友人

から、啓発されることが大変多いとの

コメントを受けました。みなさまには

ご協力いただき、本当にありがとうご

ざいます。毎回突然のテーマ出しに

なって、お叱りを受けたりもしていま

すが、それは自由な議論をお願いした

いという趣旨です。口切りに私からお

配りした資料について、ご説明させて

いただきます。

　笹子トンネルで天井板が落下する事

故が起こりました。NEXCO（※編集

注：高速道路会社）が最も高い水準で

管理している道路において、9人の方

が亡くなるという大事故となりまし

た。これは、1980 年代の「荒廃する

アメリカ」に続く、「荒廃する日本」
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の時代に入りつつあることに対する最

初の警鐘ではないかという気がしてい

ます。そう考えていろいろ準備をして

いく必要があるのではないでしょう

か。これに対する考え方について先生

方からコメントをいただきたいと思っ

ています。

　また、東日本大震災後、東京直下地

震、あるいは、東海、東南海、南海地

震が連続して起こる危険がにわかに指

摘されています。現状のままでは、東

京から西側の太平洋側はほとんど壊滅

状態になる可能性がある状況について

もコメントをお願いします。東海、東

南海、南海の 3 連動地震が本当に起

こったら、いつまでも回復できず、日

本国が存続できるかどうかの危機だと

私は思っています。そのため、日本海

側あるいは内陸地方の使い方について

もう少し用意が必要であり、それこそ

が「国土強靱化」ではないかという気

がしています。この「国土強靱化」は、

安倍内閣がデフレ対策等と合わせて内
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閣の方針として柱立てをしました。京

都大学大学院工学研究科教授の藤井聡

先生は「国土強靱化」を「レジリエン

トな国土」という言い方をしています。

　もう一つが本日のテーマになり得る

かわかりませんが、公共事業・社会資

本整備について、いまだにストックと

しての評価がほとんどなされていない

ことについてです。安倍内閣の 2012

年度補正予算についても、かなりのメ

ディアがバラマキではないかと、公共

事業をフローの投資の視点でしか見て

いません。われわれの国土は災害が多

く、かつ細長くて使いにくい国土です。

これを克服し、国民のパワーを十分発

揮させられるだけのインフラが整った

のかどうかといった観点からの議論が

ほとんどない。相変わらず財政規律の

弛緩といった考え方にとりつかれてい

るのではないでしょうか。

　これらを踏まえて、「荒廃する日本

にならないためにはどうすればいい

か」をメーンテーマに、そのためには

何を要求すればいいか、どんな技術開

発が必要かといったことについて、ご

示唆をいただきたいと思います。

今後、急速に橋梁・
トンネルが老朽化する

【大石】　議論の皮切りとして、わが国

の橋梁やトンネルの現状について簡単

にご紹介します。

　まず、橋長が 2メートル以上ある道

路橋梁は全国に約 70 万橋あり、その

うち市区町村管理が 68%の約 48 万橋

と圧倒的に多くなっています。これら

全国の橋梁は、1970 ～ 80 年、広く見

ても1965～85年頃に多くが建設され、

平均年齢は 35 歳です。しかし、これ

とは別に、いつ建設されたのかわから

ない市町村管理の橋梁が約 30 万橋あ

ります。これらの橋梁は建設年度が不

明なわけですから、新しいはずはない

と思われます。

　高速道路会社と国直轄、都道府県・

政令市と市区町村の管理者別に、建設

年度のわかっている橋梁を、その年齢

を縦軸にストックピラミッドのグラフ

にしました。高速道路会社管理の橋梁

は平均年齢が 29 歳で、国直轄が 35 歳、

都道府県・政令市が 38 歳、市区町村

の管理が 35 歳です。ただし、建設年

度のわからない橋梁が多くあり、これ

が正確な数字かどうかは不明です。

　しかしいずれにせよ、平均で 30 ～

40 年の期間が経過しているわけです。

そのため、今後急速に橋梁が高齢化し

ていくのは間違いありません。現在、

建設後 50 年を超えた橋梁は約2割で

すが、20 年後には約 6 割になってい

きます。建設後 50 年を高齢化の境に

しているのは、国直轄の管理をしてい

た私の経験からも確かです。50 年経

過した橋梁には、かなり丁寧にケアし

点検しないと、老朽化対策が遅れるこ

とは経験的にわかっています。50 年

経過の橋梁が急増することについて警

鐘を鳴らす必要に迫られています。

　こうしたわが国の現状をアメリカと

比較してみます。アメリカでは 1930

～ 40 年代にかけて、いわゆるニュー

ディール政策の時代に多くの橋梁が構

築されました。これらの橋梁が 1980

年頃に建設後 50 年以上の高齢化を迎

え、「荒廃するアメリカ」に陥っていっ

たのです。

　1960 年代からはベトナム戦争等で

軍事費がかさみ、道路のストックが増

えたにもかかわらず、そのストックに

見合う維持管理費を十分に増加できま

せんでした。この反省をもとに、1980

年代の初めに「荒廃するアメリカ」（※

編集注：Pat Choate & Susan 

Walter,「America in Ruins」, 1981）

が発行されました。その後、ガソリン

税を倍増するなどいろいろな対策を

打ってきました。しかし、社会資本が

一旦荒廃してしまうと、今日なお、何

万橋もの橋梁が通行規制になっている

ように、回復させることが困難になり

ます。出典）国土交通省資料
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たが、総額としてはあまり減らしても

いませんでした。一方、日本の場合は

ここ 10 数年間に維持管理費をかなり

減らしてきています。公共事業費全体

の減額ほどではありませんが、減らし

てきたことは事実です。ストックが増

加したにもかかわらず、維持管理費を

少なくしてきたのです。

　NEXCO は民営化のときに維持管

理費についてかなり注文がつきまし

た。道路関係四公団民営化推進委員会

委員だった猪瀬直樹氏は当時、道路公

団の管理費は 3割高いと明言され、そ

の削減が至上命令だったことがありま

した。現在はそれ以上に削減していて、

笹子トンネル事故の背景に、通行規制

を伴う打音検査を必要とする天井板の

検査がなかなかできなかったというこ

　一方、日本はアメリカに遅れること

30 年、つまり 2010 年代に多くの橋梁

が高齢化を迎えることになります。

　また、日本の道路トンネルは現在、

約 1万本あります。そのうち、都道府

県管理が最多の 46％で、市区町村

23％、高速道路会社 15％、国直轄

13％、政令市 3％と続きます。市区町

村は道路延長が最多ですが、それに比

べてトンネルの割合が少ないのは、ト

ンネルを掘らずにカーブにしているか

らだと思います。

　道路トンネルにも建設年度不明のも

のがあり、その数は約 250 本です。建

設年度のわかっているトンネルを、橋

梁と同様に管理者別に分けて、その年

齢を縦軸にストックピラミッドのグラ

フにしました。高速道路会社管理のト

出典）国土交通省資料

出典）国土交通省資料

出典）国土交通省資料

出典）国土交通省資料

ンネルは平均年齢が 22 歳で、国直轄

が 32 歳、都道府県・政令市が 32 歳、

市区町村が 46 歳です。

　橋梁に話を戻しますと、地方道で通

行規制等を実施する橋梁が増えている

現状があります。平成 20 年 4 月には

801 橋だったのが、24 年 4 月には

1378 橋へと 1.7 倍以上に増加しまし

た。これは、最近急速に点検を強化し

たこともあるのかもしれませんが、「荒

廃する日本」の入口に立ってきたこと

は間違いないと思います。

ストックの増加にもかかわらず
維持管理費を減らしてきた日本

【大石】　アメリカの場合は、1960 年

代、70 年代にストックの増大に見合

う維持管理費の増加はありませんでし
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とはあると思います。

　財政のことにもう少し触れますと、

アメリカはこの 1980 年代の「荒廃す

るアメリカ」に陥ったときに、予算の

仕組みについて議論を少ししていま

す。わが国の民主党政権では、所得の

再配分機能、つまり困窮者にお金を分

け与えるのが予算だという雰囲気があ

りました。生活保護にしても、子ども

手当にしてもそうです。しかし、予算

の機能はそれだけではなく、資源配分

を補完する機能があるのですが、1980

年代のアメリカではそれが弱まったこ

とが指摘されています。

　また、「荒廃するアメリカ」の中に、

国家の予算には消費予算と資本予算が

あると書かれています。消費予算と資

本予算を分けて考えないと、再び「荒

廃するアメリカ」に陥るのではないか

との警告もありますが、その後これに

ついて、アメリカで議論は起こってい

ませんし、日本でもまったく起こって

いません。

　以上を議論の皮切りにさせていただ

き、先生方からお話をお伺いしたいと

思います。橋梁の維持管理、更新、設

計思想について専門家中の専門家であ

る三木先生からお願いいたします。

日本では橋梁の所要性能に
供用期間を設定していない

【三木】　まず、そもそも橋梁の所要性

能に供用期間の設定がないのは問題だ

と、私は常々言っています。道路橋示

方書の 2002 年の改訂時に供用期間に

ついて入れようとしましたが、外され

てしまいました。2012 年の改訂でも、

入れるべきと言い続けましたが、また

最後の段階で外されました。供用期間

をおぼろげな形にしてきたことが問題

の一つという気がしています。

　インフラの寿命は 50 年と思われて

いるようです。大蔵省の省令（※編集

注：「減価償却資産の耐用年数等に関

する省令」,1965 年 3 月 31 日）の中に、

橋は鋼 45 年、コンクリート 60 年とあ

ります。それはあくまで財産管理上の

問題であって、橋梁やトンネルをつく

る人は誰もが 50 年で更新時期が来る

とは思っていないはずです。ここに誤

解があると思います。

　橋の設計供用期間はイギリスでは

120 年ですが、100 年くらいの設定が

通常です。そうすると、30 年、40 年

であれば決して年をとったわけではあ

りません。日本の場合は供用期間を明

文化していませんが、もし供用期間を

100 年と設定していて、40 年、50 年

で壊れたら契約違反になり、大変な問

題になります。保証期間内かもしれま

せんが、そこまで議論が行きかねない
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話になります。

　ただし、気をつけなくてはならない

のは、僕が個人的にコンタクトする欧

米の人たちが、日本での 30 年、40 年

で老朽化だという議論を不思議に思

い、大変気にしていることです。だか

ら、僕は老朽化という言葉はあまり使

わないようにしています。人間で言え

ば、定期的に人間ドックを受ける年齢、

健康保険の補助が受けられるのは 35

歳からですから、インフラもそんな年

になったということです。実際、橋梁

は 40 年、50 年経つといろいろな不具

合が出始めるわけです。いろいろなき

しみ、疲労が出始める年齢に来たこと

は確かだという気がします。

　首都高速の委員会（※編集注：「首

都高速道路構造物の大規模更新のあり

方に関する調査研究委員会」）で、今

度手を入れたらプラス 100 年だよと強

く言いました。そもそも 100 年くらい

もたすべきであり、生じた不具合に対

して、リペアかレトロフィットかわか

りませんが、プラス 100 年で考えてい

くのが基本と僕は思っています。

　ただし、建設年度の分布を見ると、

アメリカに比べて日本は 1960 年代後

半～ 70 年代前半に集中的に橋梁を建

設しています。鋼材にしても、同じ規

格であっても今とは全く違う種類の材

料と思った方がいいわけです。少し細

かい話ですが、当時、鋼構造物はリベッ

ト構造から溶接に変わっています。早

くつくる、スマートにつくる、軽量化

する、効率化する、コストダウンする

といった幾つかの目的で、それまで

使っていなかった溶接で橋をつくり始

めています。日本での最初の溶接構造

の大規模プロジェクトが東海道新幹線

であり、東名高速と言えます。その前

に建設の名神高速はほとんどリベット
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構造でした。

　当時、残念ながら溶接構造の疲労現

象の研究はそれほど進んでいませんで

した。新幹線は今から 15 ～ 16 年前に

そのことに気がついて、メンテナンス

などのための積み立てを特別立法した

のです。橋梁について全体的に見ます

と、寿命 50 年では老衰しませんが、

1960 年代後半～ 70 年代前半の集中投

資時に建設された橋梁に、今から見れ

ば技術的に若干抜けていたところがあ

るわけです。技術の 99.9％はいいの

だが、0.1％は足りない部分があった、

それが疲労対策でした。

　50 年経てば確かに成人病への心配

が必要であり、不安な状態ならケアし

た方がよいのは確かです。しかし、僕

としては 50 年でへたるものではなく、

99.9％の部位はセーフで、残り 0.1％

をどうするかが今のテーマだと思いま

す。

　当時、コンクリートは永久構造物と

言っていたのです。鋼構造は錆びるが、

コンクリートは永久構造物という話

で。この認識は大きな問題です。構造

物は 10 年で捨てる消費財とは全く性

格が違いますから、どんどんたまって

きます。このストックをどのようにレ

トロフィットさせていくかが、われわ

れの仕事かと思っています。

【大石】　疲労が設計で考慮されていな

い首都高速のメタル橋梁は、ストック

の中で相当なパーセンテージを占めて

います。

【三木】　首都高速の総延長約 300 キロ

メートルの中で 79％、239 キロメート

ルは鋼桁の高架橋です。疲労設計は、

公式には今年までやっていません。

　道路橋示方書の 2002 年改訂時には、

すでに首都高速をはじめとした苛酷な

使用状態にある道路橋の疲労の問題が

顕在化していて、それを契機として岡

村甫先生（編集注：当時、高知工科大

学学長）を委員長に「道路構造物の今

後の管理・更新等のあり方に関する委

員会」が 2002 年に設置されました。

　疲労設計はそのときに、道路橋示方

書の本文ではなく、指針として日本道

路協会から出されました（※編集注：

日本道路協会 ,「鋼道路橋の疲労設計

指針」,2002 年 3 月 7 日）。ですから

2002 年時点での道路橋示方書では、

疲労設計する場合にはその指針を見な

さいと書いてあるわけです。そして

2012 年改訂の道路橋示方書で初めて、

その疲労設計指針のコアの部分が「鋼

橋編 6章」に設けられました。道路橋

の疲労問題についてはそれが現実で

す。

　鉄道橋については明治時代からずっ

と取り組んでいて、先にお話ししたよ

うに新幹線をつくるときには、1960

年に溶接鋼橋梁に対する疲労設計示方

書が出ています。そのメーン部分はド

イツの基準ですが、当時の鉄道技術研

究所によるいろいろなデータを全部入

れてつくった日本バージョンで、構造

物設計事務所所長だった友永和夫さん

がリードした仕事です。そこに道路橋

との違いが出てきました。

　道路橋の疲労設計については、1964

年、65 年のころと思いますが、国広

哲男さんが中心になって疲労設計が必

要かどうかの議論をされています。当

時の土木研究所の資料を見れば、疲労

についての研究が数多く出てきます。

その結果として、疲労設計は不要との

結論でした。要するに、TL － 20 が

過大な荷重であるから、ディテールで

補う形での疲労設計は不要であるとい

うのが当時の結論です。

【大石】　そうですか、わかりました。

宮川先生、いかがでしょうか。

京都大学大学院工学研究科　
教授　（土木材料）

宮川 豊章
プロフィール
　1950 年生｡ 京都大学大学院工学研究
科土木工学専攻修士課程修了。工学博士。
道路橋の予防保全に向けた有識者会議委
員、土木学会理事、日本塗料検査協会理
事長などの要職を歴任。日本コンクリー
ト工学協会（論文賞）（2000）､ 土木学会
論文賞（2001､ 2007）､ 日本材料学会論
文賞（2007）等表彰多数｡

非構造部材も含めて
時間軸の評価をするべき

【宮川】　三木先生の疲労の問題提起は

私も驚きました。鋼橋でリサーチをし

た際に、被害を最も聞くのは疲労亀裂

です。ですから、かなり昔から疲労に

取り組まれているだろうと思っていた

ら、全然考慮されていなかったわけで

す。逆に、コンクリート構造物での疲

労は余り聞こえてこないのです。ただ、

鋼桁のコンクリートスラブについては

非常に大きな被害が出ましたから、今

は考慮されています。

　実際の設計者あるいは技術者にもっ

と勇気を持ってほしいと思います。大

きな事故・損傷として現れていないか

ら指針に入れなくていいのではなく、

将来現れるだろうから指針に入れるべ
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きだという形で、少なくとも 10 年前

ぐらいから入っていなければおかし

かったと思います。技術者は、過大設

計ではないか、お金を使い過ぎている

のではないか、設計と実物が違ったと

きにどう言い訳をするかなど、いろい

ろ恐れていると思います。

　先ほどの供用期間の問題について、

私は設計時に使う供用期間は「想定」

だと思います。実際の 30 年とは違っ

て、そのときに想定していた環境条件

での 30 年、括弧書きの 30 年です。あ

るいは 100 年であっても、実際の 100

年とは違うと思います。100 年で設計

して、例えば 50 年ほどで損傷が出た

ときには、それを真摯に受けとめれば

よいのです。それによって、その仕事

が全く悪いと言われるはずがなく、そ

ういうことにならないだろうと私は考

えています。

　ある委員会で、30 年仕様のものを

使ったという話がありました。その

30 年仕様を使って 20 年後、あるいは

10 年後におかしくなったらどうする

のかと指摘される方がおられるわけで

す。そのときには、設計時の 30 年と

は括弧書きの期間であって実際の期間

と違うと言えばよいのです。実際とこ

う違うからこうなりましたと因果関係

を明確にして次の技術者に手渡すよう

にするべきと私は考えています。

　いろいろな構造物において、力と変

形に対処する工事などの場合、耐震が

典型的ですが、大きな外的な変位が与

えられたら一体どうなるかが課題にな

ります。われわれは力と変形の二次元

で考えがちですが、本来は 5年後、10

年後、20 年後、100 年後どうなるかと

いう時間軸を含めて考えなければいけ

ないと思います。それを出すのが怖い

ということになると、技術者としてど

うなのかと思います。いろいろな構造

物は必ずいつかは何かおかしくなる、

あるいは最終的に壊れます。

　笹子トンネルで気になった一つです

が、最終的にどのように壊れるかとい

う破壊形式をしっかり考えておかない

といけません。われわれは本体構造と

してトンネルの穴を考えます。しかし、

いわゆる非構造部材を含めて壊れ方、

損傷の仕方、劣化の仕方がどうなって

いるか、万が一おかしくなったらどう

なるかをしっかり考えなくてはならな

いでしょう。構造部材はいろいろな研

究や検討がなされていて、その情報は

多いと思います。しかし、非構造部材

はなかなかそれがないのです。非構造

部材がどうなるかについていろいろな

角度で知ろうとしても、その答えがな

かなか返ってきません。

　しかも笹子トンネルの場合では樹脂

を使っていました。アメリカやヨー

ロッパでは大体エポキシですが、日本

の場合は不飽和ポリエステルです。不

飽和ポリエステルは加水分解のため本

来アルカリに弱く、コンクリートの中

で使うのは長期的な性能が気になると

ころが少しあります。

　30 ～ 40 年前ぐらい、実は私もケミ

カルアンカーをかなり使ったことがあ

ります。そのとき私は時間軸の評価を

できるだけしたいと、海や山にいろい

ろなコンクリートの供試体を設置する

ときに、ケミカルアンカーをメーンに

使用しました。ただし、ケミカルアン

カー使用の指針と基準を調べました

が、当時はさっぱりないわけです。か

ろうじて、建築では見つけましたが、

土木はいまだに指針、基準がありませ

ん。それで、そのケミカルアンカーの

指針を作成しようとしたときに笹子ト

ンネルの事故があって、今は中止して

います。例えば、ケミカルアンカーの

軸に平行に力が加わる場合と垂直に力

が加わる場合でどう違うのか、あるい

はクリープを考慮する、そうした研究

をしている人がいないわけです。

　後施工アンカーは構造部材に使いま

せんから、それを研究テーマにしない

わけです。そうした非構造部材であっ

ても今回のような事故は起こり得るの

です。非構造部材は構造部材と違うい

ろいろな初期欠陥、損傷が生じる可能

性があるとともに、その損傷による影

響が非常に出やすいので、それにもっ

と目を向けなければなりません。その

ような非構造部材ですから、例えば、

施工方法の検討や時間軸の検討はほと

んどなされていないという現実があり

ます。これに対して謙虚に非構造部材

も含めて安全性というものを考えてい

かなくてはと思っています。

　外面的な強靱化を推し進めていく一

方で、三木先生の言われた疲労、ある

いは腐食やアルカリ性のようなものに

よって内側が腐ってくると、外側はピ

カピカだが内側はダメということにな

りかねません。ですから、内側をしっ

かり確保するためにも非構造部材を含

めて時間軸の評価を今後しなくてはな

らないと考えています。時間軸の評価

については、研究に長い時間が必要に

なりますから、予兆ができるだけ早く

わかる手がかりの診断書方法、これの

確立が求められているのではないかと

考えています。

【大石】　ありがとうございました。両

先生から時間軸がないというお話が

あったと思います。確かに私の行政経

験を通じても、時間軸を意識した議論

をしていたかどうか大いに反省です。

　また、トンネルや橋梁へ対策をする

にしても、そのカルテがほとんど用意
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されていません。いつ何をしたかにつ

いて記録が本当に不十分です。三木先

生は、老朽化ではなく、ケアが必要な

段階に入ってきたという認識が重要と

話されましたが、それを考えると、現

在の構造物がいったいどうなっている

のか、相当な資金をかけて総点検をし

たうえでケアを図っていく方策を確立

するのが非常に大事と改めて思いまし

た。

　宮川先生が、どこがどうおかしく

なっているのかを把握できる技術が必

要なのではないかと最後に話されまし

たが、それは坂村先生の情報技術の世

界と密接に絡むと思いますが、いかが

でしょうか。

東京大学大学院情報学環・学際情
報学府　教授／
ユビキタス情報社会基盤研究セン
ター長　（情報科学）

坂村 健
プロフィール
　1951 年生｡ 慶應義塾大学大学院工学
研究科博士課程修了｡ 東京大学助手､ 東
京大学助教授などを経て現職。工学博士｡
TRON の設計者として知られており、
TRONプロジェクトリーダーなどの要
職を歴任。YRPユビキタス・ネットワー
キング研究所所長を兼任。日本学士院賞
（2006 年）､ 紫綬褒章（2003 年）等の表
彰多数｡

ICT の持つ可能性を利用して
メンテナンスコストの低下へ

【坂村】　三木先生と宮川先生のお話を

聞いていて、あらゆる人工物は設計の

時期に十分な考慮が重要と認識しまし

た。どのような設計哲学でどのように

設計するのか、どのような材料を使う

のかも重要と思います。

　物のつくり方は時代とともに進歩し

ていると思います。しかし、永久に壊

れない物はないわけです。道路も橋も、

私が関係するコンピュータでも、永久

に使い続けることはできません。メン

テナンスや検査をしていかざるを得な

いのです。先ほどの話で私が驚いたの

は、最初に供用期間が決まっていない

ことで、それは怖いと思いました。

【三木】　供用期間を最初に決めるのは

基本的には難しいのです。しかし、疲

労設計を行うには、供用年数がなけれ

ば応力の繰返し回数が決まりませんか

ら。

【坂村】　大石理事長の最初のお話を聞

いていたときに、昔よりも検査が減っ

ているのではないのかと思っていまし

たが、いろいろなデータを見ても減っ

ているのです。その理由として、検査

は直接的な利益を及ぼさないので、無

駄なお金と思われてしまうからです。

優先順位をつけた場合に後回しにされ

てしまいます。しかし、それではまず

いのです。検査の必要性をよく理解し

ていただかないといけません。

　とはいえ、検査コストをさらに増や

すのは諸処の事情を考えてできないと

なれば、検査やメンテナンスの新たな

方法を考えざるを得ません。昔のよう

に人手だけで対応するのではなく、新

しい方法が必要になってきていると思

います。

　それは何なのか。最近の進んだ情報

通信技術 ICT をもっと駆使すること

により、メンテナンスコストを下げて

従来以上のことができるかどうかに

なってきます。世界的に最近注目され

ている技術がセンサーネットワークと

ビッグデータ処理です。私が関係する

ユビキタス・コンピューティングとか

IOT（Internet of Things）という、

あらゆる人工物をコンピュータ・ネッ

トワークにつなぐことによって自動的

にメンテナンスをしようとすること

は、ますます重要になってくると思わ

れます。

　一例として、GEが最近発表した「イ

ンダストリアル・インターネット」

（Industrial Internet）というコンセ

プトがあります。GEは航空エンジン

から医療電子機器などあらゆる産業機

械を製造していますが、そのすべての

産業機械に多くのセンサーを装備する

ことによって、燃料節約や効率向上さ

せるといったプロジェクトを進めてい

ます。試算によると、ネットワークと

機器の連携によって全世界のGDPが

10 ～ 15 兆ドル上がる可能性があり、

持続可能な社会を維持できる成否を決

める技術になると言われています。

　実例として、GEが全世界で管理す

る 1万 3500 基以上の風力発電のター

ビンの 10 分前の状態がセンサーから

送られ、そのデータがインターネット

のクラウドサーバーに上がってきてい

ます。この過去の莫大なバックデータ

の中から事故が起こるデータパターン

を見つけるのです。そして、その過去

パターンと 10 分前の最新のデータと

の照合によって、これは危ないのでは

ないかとなるわけです。その兆候が出

た途端に運転停止して、事故が起こら

なくても部品の取り替えなどをして、



8 ● JICE REPORT vol.23/ 2013.7　　　

この数年で 3000 万ドルほど節約でき

ていると言います。こうしたことがで

きるのは莫大な過去データがあるから

で、そうでなければパターンが出せな

いと思います。

　こうしたビッグデータの処理によっ

ていろいろな可能性が出てくることが

わかっています。橋梁やトンネルにも

多くのセンサーを付けて、ビッグデー

タを分析することは新しい可能性を生

むと思います。同様に、携帯電話やカー

ナビからの情報でどういう人間や車が

どのように動いているかとか、一見全

然関係ないような情報まで全てデータ

を把握することにより、渋滞しにくい

道路、信号の制御も可能になるでしょ

う。橋を通っている自動車の台数など

も、今は自動車の中のセンサーがクラ

ウドに情報を送っていて大体わかって

います。そうした情報により、停車し

ていて危ないとか、どれだけ長い時間

それが続くとどうなるのかとか、いろ

いろな可能性が統計処理によりわかる

のではないでしょうか。

　ICTの持つ可能性をもっとうまく利

用することによってメンテナンスコス

トを下げ、未来に対しての一つの考え

方になると私は思っています。

【大石】　ありがとうございました。笹

子トンネル事故を見ていて、ボルトの

打音検査を丁寧にしようと思えば大変

コストのかかる通行規制をしなければ

なりませんし、天井近くまで上がらな

いといけないわけです。それを繰り返

すだけの維持費がないのであれば、そ

れに替わる方法を導入しないといけな

いと思います。一部には、打音検査を

強化すべきとの話もあったようです

が、そのコストをいかに安くしていく

かといった感覚がなければ長続きする

はずがありません。その方策として、

ビッグデータを収集できる時代になっ

てきたという大変示唆に富んでいたお

話でした。

　生源寺先生、今までの議論を聞かれ

ていかがでしょうか。

皆さんのお話を聞いていて、もう少し

深く考えていく必要があると感じてい

ます。

　農業にはストックが 3タイプありま

す。一つが道路や鉄道であり、二つ目

が今回の教訓を比較的援用しやすい、

愛知用水や豊川用水といった戦後新た

に開発された水系です。例えば、愛知

用水は、牧尾ダム（編集注：長野県木

曽郡木曽町・王滝村）から取水口（編

集注：岐阜県加茂郡八百津町）、そこ

から知多半島の先端まで、幹線水路が

約 112 キロメートル続く農業用水であ

ると同時に、工業用水としての意味合

いが非常に強い水系です。一昨年が完

成 50 周年で、いろいろな更新をすべ

き時期に来ています。今まで事故など

は起きていないと思いますが、手当て

をしていくことになるでしょう。ま

た、1981 年から開始された二期事業

は 2004 年に完成しています。

　戦後開発された用水は、竣工から

50 年ほどの時期になっていて、漏水

ならまだしも、調整池の決壊など事故

を未然に防ぐ、安全という観点から対

応する部分がある気がします。また、

江戸時代前期に大変開発が進んだ時代

があり、そのときに形成された用水路

などの水利施設が全国に数多くありま

す。これらは、戦後に設備を近代化す

るプロセスで、いわば改良的な更新を

重ね、量的には非常に多いわけです。

私自身、農業土木の技術者ではないの

で、年齢が何歳だから危ないとは言い

ませんが、ヘルスチェック、診断と

いった事後評価をしておく必要がある

と思います。それは、農村人口の高齢

化や減少で、危険を察知できる人々の

数、あるいは人々の目の行き届く範囲

が残念ながら低下ないし縮小してきて

いるからです。この点をかなり意識し

名古屋大学大学院　生命農学研究
科　教授（農業経済学）

生源寺 眞一
プロフィール
　1951 年生。東京大学農学部卒業。農
林水産省農事試験場・北海道農業試験場
研究員、東京大学農学部助教授・教授を
経て現職。東京大学大学院農学生命科学
研究科長、農村計画学会会長、日本農業
経営学会会長、食料・農業・農村政策審
議会委員などを歴任。日本農業経済学会
学術賞、NIRA東畑記念賞、日本農学賞
などを受賞。

戦後開発の用水は
安全の観点から対応を

【生源寺】　笹子トンネルの事故にまつ

わる今までのお話は、私は技術の人間

ではないので、本当に勉強させていた

だいた感じです。その一方で、私の専

門の農業のストックに関連して、今回

の経験や教訓には農業の場でも受けと

めるべきところがあると感じていま

す。農業の場合、橋梁やトンネルは農

道が対象になりますが、他方で、農業

独自のストックとして水利施設があり

ます。農林水産省では水利施設の年齢

構成やストックを把握していますが、
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ていく必要があると思っています。

　農業のストックの三つ目のタイプが

溜め池です。特に降水量が少ない瀬戸

内地方に多く、ローカルで10戸の農

家が利用するだけの小さなものから、

周囲約 20 キロメートルの満濃池（編

集注：香川県仲多度郡まんのう町）の

ように非常に大きなものもあり、これ

にも古いものと新しいものとがあるわ

けです。

　「老朽溜め池」という言葉がありま

す。東日本大震災で福島の溜め池１カ

所が決壊しました。ほかの地域でも地

震を想定する必要があり、この耐震性

もチェックする必要があるでしょう。

2009 年の民主党への政権交代の後、

土地改良予算が 6割ほど減額されまし

た。農業の現場の関係者と話をした際

に最も気にされていたのは、老朽溜め

池の補修などの事業が先送りされるこ

とでした。本当にリスキーな状況が出

てくるのではないか心配です。溜め池

の数も多いことから、細心の注意が必

要です。

　こうした危険回避の視点を、今回の

笹子トンネルの教訓の一つとして農業

施設についても意識したほうがよいと

思います。また、診断によって最適な

更新時期を見つけることは重要で、農

林水産省もかなり意識しています。維

持管理である程度もたせるのがいい時

期と、それではむしろコストが膨らむ

ので投資に踏み切るべき時期という判

断があると思います。

　もう一つ、別の観点ですが、マクロ

的に日本の農業ストックが持っている

食料の供給力について、定期的な

チェック、診断をしておく必要がある

と思います。その意味での絶対的な供

給力の把握は、自給率よりもはるかに

大事だと私は思っています。このよう

な点を含めて、笹子トンネルの事故は

農業にとっても非常に大きな教訓をも

たらしたと思います。

【大石】　ありがとうございました。国

土のインフラを含めて総点検をしたう

えでその診断結果を共有する。そうし

た観点で技術開発を進めていくことは

とても重要なテーマと話されたと私は

思います。

損傷や経年劣化のシナリオを
どこまで書けるかが課題

【大石】　われわれが行う技術開発や診

断、点検方法の確立は、中国が急ス

ピードで新幹線や高速道路をつくって

いる中で、やがて来る「管理の時代」

をリードできるはずです。診断技術は

輸出産業になり得ると思いますが、そ

こまでを含めた議論が少ない気もして

います。

【三木】　「荒廃するアメリカ」のきっ

かけは 1967 年のウェストバージニア

州とオハイオ州を連絡するシルバー橋

の落橋でした。50 人近くが亡くなっ

ています。日本では今までに老朽・劣

化によって人が亡くなる事故は起きて

いませんでした。それはきっとメンテ

ナンスをしっかりやっているからで

す。アメリカよりはメンテナンスレベ

ルが高かったから起きていない。

　先ほどロングライフ 100 年の話をし

ましたが、それだけの期間があると、

設計のときの検討事項が数多く出てく

るのです。その典型が疲労設計です。

地震も同様で、1995 年の阪神・淡路

大震災までは 1923 年の関東大震災が

耐震設計のベースでした。この 2つの

大震災の間に大きな地震が多くありま

したが、それでもベースを変えなかっ

たのは問題があります。それは既存不

適格問題とも言えます。技術が進歩す

ると新しい問題に対してはスペックを

更新しますが、古くなった問題にはス

ペックが既存のままになるのです。メ

ンテナンスの重要なところは、既存ス

ペックに対して新しい時代とともに更

新してきたスペックをいかにうまく

フィットさせていくかです。

　重要なことは、メンテナンスのシナ

リオに入っていないことは点検では見

つかりません。疲労も同様で、設計で

考慮してこなかったのですから、橋を

点検して的確に疲労損傷を見つけられ

る人はいないわけです。こういう設計

をしてここを点検しなさいと指示され

ない限り無理です。損傷や経年劣化の

シナリオをどこまで書けるかが課題で

す。

　笹子トンネルについても驚いたので

すが、宮川先生が話されたように樹脂

系のものの耐久性への知見がなく、吊

り方にしても問題があります。一個切

れたら全て落ちる構造はあり得ませ

ん。もちろん、点検をしていたのに見

つけていないのは大問題ですが、言え

ることは、メンテナンスのシナリオに

劣化は入っていなかったのです。

メンテナンスコストが
かかるというビジネスモデルが
トンネルや橋にはない

【三木】　メンテナンスコストに幾らか

けているのかと質問されることがあり

ます。多分人件費以外はほとんどかけ

ていません。橋梁について、国直轄は

5年に 1回の点検としていますが、そ

れを大体 2～ 3人のグループで 1日に

数スパンの点検をするのではないで

しょうか。そうすると、5 年に 1 回、

橋梁によっては 1橋に年間 10 万円く

らいのコストしかかけていないのでは
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ないでしょうか。10 万円× 70 万橋で

年間 700 億円ほどです。メンテナンス

コストを減らすという考え方ですが、

そもそも構造物のメンテナンスにお金

をそうかけているわけではないので

す。

【坂村】　道路や橋と違って、多くの産

業機械やコンピュータでは、最初から

メンテナンスコストが出ていて、その

ビジネスモデルを導入する考えがある

と僕は思います。例えば、大型コン

ピュータやスーパーコンピュータで

は、コンピュータ機のコストとは別に、

年間メンテナンス契約を結ぶことが条

件になっています。昔ですと 1億円の

コンピュータを買ったら、それとは別

に 1000 万円の年間メンテナンスコス

トがかかりました。そのコストを払わ

ないとメーカーは責任を持たないとい

う契約になっています。しかし、お話

を聞いていると、道路や橋にはそうし

た考えがない。

【三木】　そこが一番の問題です。

【坂村】　しかも、メーカーは本体価格

の値下げには応じても、メンテナンス

コストは絶対値下げません。例えば、

1 億円のコンピュータが 6000 万円に

なったとしても、メンテナンスコスト

は 1000 万円のままです。絶対にメン

テナンスコストがかかるというビジネ

スモデルがどうしてトンネルや橋では

ないのでしょうか。

【三木】　インフラは直接的な利益が見

えていないのが問題であって、事故が

起きたときの損失負担も明確ではない

わけです。

　橋の耐用年数については先述のよう

に大蔵省の省令に規定されています

が、減価償却費は積み立てていません。

この理由について僕は中村英夫先生に

聞きに行き、いろいろな説明をいただ

いたのですが、要するに、公共のため

にする事業だから、減価償却費を積ん

で更新する、あるいは利益ベースでメ

ンテナンス費用を算出するようなもの

ではないという考えがベースにあると

いうのが、私の理解したところです。

　そもそも、橋があることで社会的な

利益がどれだけかの勘定をしていない

から、そのメンテナンスコストも幾ら

かけていいかわからないわけです。メ

ンテナンスコストへの勘定がないか

ら、民間もそれに対する技術開発投資

をしない。もっと言えば、技術への評

価をコスト化するのが弱いのです。

　過激発言になりますが、点検業務に

どうして入札するのか聞いたことがあ

ります。心臓の調子が悪いときに一般

競争入札にかけるのですかと。技術評

価をした上でコストを下げるのではな

く、最初から一般競争入札ありきはい

かがでしょうか。あるモノをある基準

に基づいて作るときは、公開入札は適

用できるでしょう。しかし、メンテナ

ンスはよくわからないものへの対応に

なるわけですから、適用できないはず

です。

　メンテナンス分野では技術開発が進

まないことも問題です。もともと建設

分野は研究や技術開発に対する投資が

低い。メンテナンスについてはその事

業費が極めて少額ですから、技術開発

に投資しようという意欲が出ない。も

しも技術開発してもビジネスにならな

い。メンテナンスについては、従来型

のビジネスモデルではないモデルにし

ない限り、多分新しい技術は開発され

ないでしょう。メンテナンスにビジネ

スモデルがあって、そのコストがまか

なえるようにしないと民間は参入しよ

うとは思いません。ですから、メンテ

ナンスに参入したいという企業がな

い。技術が評価される、ビジネスが成

立するといった当然のことを変えてい

かないとうまくいきません。

　打音検査がオールマイティのような

言い方もされていますが、打音検査で

わかることと、わからないことがあり

ます。疲労亀裂は打音検査をしても、

その最終段階で初めてわかる感じで

す。機械の分野では、今はセンサーを

数多く付けた打音検査もかなり実施さ

れています。

　こうした状況をよくしようとすれ

ば、メンテナンスに対してしっかりコ

ストを勘定して、国民にその恩恵を

知ってもらって理解をいただき、その

うえで建設費の何％と設定することで

す。また、老朽化するに従いメンテナ

ンスコストが急カーブで上がることを

データで示して、国民に説明して世論

を味方にすることです。

【坂村】　例えば、マンションでは大規

模修繕費を必ず積み立てます。また、

車はメンテナンスが必要なことはみん

なわかっているし、事故が起こるリス

クもわかっていて保険制度も成り立っ

ています。なぜ土木にはそういう考え

や制度がないのか、異常な世界の感じ

がします。

　それは、その根本にあるのが「絶対

安全」だからです。人工物は事故が起

こる可能性が常にある、いつか絶対壊

れると思っているから、自動車や飛行

機、産業機械、コンピュータなどはメ

ンテナンスコストを考えたビジネスモ

デルになっています。また、保険制度

を導入することで、その負担の低減を

図っているわけです。しかし、土木で

はこうした一般常識がなく、それを誰

に向かって言っていいかわからない。
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公共事業へのB/Cの
過剰適用が問題

【生源寺】　このごろ私が強く感じてい

るのは、費用便益分析（B/C）につい

てです。この用語を使ったかどうかは

別にして、日本でこの仕事に早く取り

組んだのは、主に土地改良だと思いま

す。私もさまざまな事業の事前の推定

値を見てまいりましたが、多くのB/

Cが 1.1 前後にそろっていて、変な感

じがするんです。

　費用便益分析あるいはB/C の計算

内容は、専門家や関係者の中では標準

化されたツールです。しかし、メンテ

ナンスについては、もう少し掘り下げ

て発信する必要があると思います。例

えば、修繕をしなかったら、5 年後、

10 年後に何が起こるか。しかし、修

繕をすることによってこういうことに

なる。この差をもって社会的な便益あ

るいは効果として、丁寧に説明する必

要があります。

　また、事業に投じられる労働コスト、

あるいはそれによって生まれる就労機

会をどう見るかも課題です。例えば、

農地開発が進むことにより、そこに就

業機会が生まれますが、費用便益分析

の場合、それを効果に入れません。少

し専門的になりますが、完全雇用を前

提にしているので、労働の投入は他の

ところからの労働移転であるので、就

業機会の創出効果は認められないとい

うことです。しかし、就業状況が悪く

なり失業者が多いときには、就業機会

が増えることには社会的な効果があ

り、そこは考えるべきです。こうした

ことをきちんと丁寧に説明する必要が

あり、単純な技術的な計算だけで割り

切るのは、私は問題があると思ってい

ます。

　もう一つ、50 年、100 年といったイ

ンフラの場合に、割引率をどう考える

かも課題です。30 年、50 年であれば、

次世代が享受するかもしれない利益

は、圧縮されてほとんどゼロに近いこ

とになります。オーソドックスな理論

から言えばこうなりますが、将来の世

代の利益、あるいは負担するコストを

圧縮して評価していいかどうかについ

ても議論すべきと思っています。

　私は、B/C はさまざまな事業を比

較する場合に恐らくこれ以外にはない

だろうという意味で極めて重要だと考

えています。しかし、判断する場合に

これが唯一のものではないのです。雇

用の問題がありますし、あるいは人命

にかかわるものが含まれるかどうかも

考える必要があります。あるいは地域

によっても異なりますが、国全体から

見る発想だけでよいのかどうか。こう

したことを丁寧に、特に納税者として

の国民の皆さんにも提示する必要があ

ると私は思います。

【大石】　先生が話されたように B/C

は間違いなく過剰適用になっていま

す。公共事業の中では道路が最初に

B/Cを導入しようと研究しましたが、

新規採択のときにどちらを先に採択す

るかの参考値ぐらいだったわけです。

　B/C の中では、例えば、東日本大

震災で三陸縦貫自動車道があったがゆ

えに助かった命は絶対に計測できませ

ん。リダンダンシーが東北をどれほど

豊かにするかはＢ（便益）の中に入っ

ていませんから、結局参考にしかなり

ません。公共事業はB/C のためだけ

にやるものではありませんから、これ

が過剰適用されていることが大問題で

す。

一般競争入札と最低価格提示者との契約
この大前提がわが国の
技術開発を阻害

【大石】　先ほど坂村先生からお話があ

りましたが、土木の名誉のために言わ

せていただくと、土木に限らず公物の

場合は、いざというときは国民に無限

大の課税をして対応することができる

のが前提なのです。しかし、これは理

論上あり得ませんし、そんなことはで

きないのです。したがって、その減価

償却費を積むことはないし、減価償却

費を積んで利益や配当を確定する必要

もないわけです。しかし、民間の場合
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は、利益を出さないわけにはいかない

ので、機械が古くなった分は割り引か

ないといけないという減価償却の概念

なのです。

　道路公団が減価償却をしていないと

指摘され、民営化のときに櫻井よしこ

氏や加藤秀樹氏などにひどく怒られま

した。しかし、道路公団は利益確定の

必要が全くなかったわけですから、減

価償却費を積んでいないのです。これ

は東京都が管理している道路も建築物

もそうです。

　調達する内容に応じた調達方式が世

界の常識です。ところが日本の場合は、

まず基本に一般競争入札があり、かつ

最低価格提示者と契約するのが大原則

です。例えば、水のペットボトルを購

入するとき、多くの人が買っているこ

とで品質と価格が落ち着いていると評

価できますから、これを一番安い価格

で提供する業者と契約すればいいわけ

です。

　しかし、それを適用してはならない

場合もあるのに、大原則として適用さ

れているのが問題です。随意契約をし

ようとすると、なぜその会社としか契

約できないのか、スペックのレベルが

高過ぎるからではないか、もっとス

ペックのレベルを下げろと言われる。

これでは、日本で一つだけの技術を開

発しようとする会社は絶対に出てきま

せん。このレベルまでできる会社と契

約しましょうという世界をつくらない

ことには、技術開発のインセンティブ

は湧かないのです。日本はロボット大

国なのに、福島第一原子力発電所の事

故のとき、放射能が極めて高い原子炉

で動くロボットが開発されていないこ

とがわかりました。恐らく、開発しよ

うとしていても、東京電力が随意契約

はできないと言っていたら、誰も開発

には乗り出しません。

　ですから、調達方式がわが国の技術

開発を阻害している部分はすごく大き

いのです。三木先生の話されたとおり、

これが大きな癌だと思います。

【坂村】　今のお話によって、今までの

経緯がよくわかりましたし、国がやる

ことと民間がやることは違うのも理解

しました。しかし、今の社会情勢とし

ては、国が全部するのではなくて民営

化していこうという動きがあります。

これに対応して、やり方や考え方を変

えることが必要な時期に来ているので

しょう。

技術の発展には、
責任・名誉・対価の3つが必要

【宮川】　調達方式を変えなくてはいけ

ないという意見に大賛成で、私もこの

前の講演会で少し話したことがありま

す。新設と維持管理メンテナンスとで

はかなり違います。私が電話取材を受

けたときに、「花の建設、涙の保全」

と話したら、その言葉を使ったフリッ

プが「みのもんたの朝ズバッ！」に出

ました。真っさらのところに新たに造

るのに比べ、現にあるものに対応する

には、非常にいろいろな方向に配慮し

て頭も使わなくてはなりません。とこ

ろが、それに対する費用、いわば知恵

や知識を使うことに対する費用は、適

正に見積もられていない感じがしま

す。

　今、技術が自立して発展するために

は、責任と名誉と対価の 3つが絶対な

ければいけないのです。責任とは、公

共構造物を守り、それを国民の皆さん

に安心して使っていただけるようにす

ることです。この責任は皆さん非常に

強く感じておられます。それに対して

名誉があるか、なかなか微妙なところ

があります。よく言われる例が、作業

服で働いていると、それを見た母親が

子供に「あんな人間になってはいけな

いよ」と言ったという話です。その代

りに対価があるかというと、診断と補

修についてはそれほど多くはない。知

恵が必要なものに対して、日本は知恵

にお金を払わないシステムになってい

ます。

メンテナンス技術者を育成し
インハウスで点検していく

【三木】　昔は役所が設計管理を全て直

営で担当していたわけです。それがど

んどん変わってきています。大まかに

言えば、インハウスかアウトソーシン

グかの選択です。インハウスですとか

なり多くの技術者が必要になります。

そのうまくいった例は、全部インハウ

スで実施している東海道新幹線です。

　構造物のメンテナンスを僕も手伝い

に行きましたが、人員はコンクリート

も含めて約 30 人で、メンテナンスだ

けを担当します。東京、静岡、名古屋、

大阪に構造物検査センターがあり、そ

の人員を各センターで回していまし

た。最低年 1回、僕は彼らとミーティ

ングをしましたが、その間に技術が育

まれ、かなり高度なグループができ、

そこに新開発のものを渡すと全部こな

すんです。僕が開発した超音波やセン

サーなどをそこに持ち込むと、みんな

即、対応できました。民間会社になっ

た JR東海は新幹線を守ることが至上

命令ですから投資をします。新幹線が

ドル箱で、その利益でリニア建設にも

取り組めるわけですから。

　道路にもこの方法が導入できます。

橋梁のプロが昔はいたわけですし、そ

うした技術者が 50 人いれば対応でき

るだろうと僕は発言しています。70
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万橋のうち、多分、構造物の劣化を推

定してのメンテナンスが必要な橋は 5

万橋もないと思いますから、地域ごと

に 10 人ずつ配置すれば対応できるで

しょう。1日に 1レーン当たり大型車

が 1,000 台走らないと疲労は起きない

と僕はよく言っています。そのように

考えていけば、各地方整備局に 10 人

もこの分野の技術者がいれば取り組め

るので、この 10 人を育てることを国

土交通省に提案し、そのテキストもつ

くりました。

　人間でいえば、人間ドックをインハ

ウスエンジニアが担当して異常を的確

に見つけ、それを専門医に伝える仕組

みの導入を提案し、少しそれに近い格

好になりつつあります。長い歴史、公

物として扱ってきて、組織もそれで動

いているわけですから、急には全部ガ

ラガラポンにできません。徐々に移行

させていくにしても困難はあるでしょ

う。ですから、最初の間はインハウス

で点検できるようにしていくのが現実

的と思います。

　最近は通信機能まで持ったセンサー

が 1個 1 万円ほどでできる時代です。

1万円と思えば、最新の ICT技術を適

用することも考えるべきです。役に立

たなければ廃棄してもいいではないか

といった話をしますが、なかなか関心

を持ちません。ですから、そうした先

進技術に関心を持つグループをまずイ

ンハウスにつくり、そこから広げてい

くのも方法です。そうした土壌をつく

らなければならないと思います。

【宮川】　三木先生が言われた、家庭医

と専門医と総合病院、この 3つのレベ

ルの技術者によるシステムは、今いろ

いろなところで提案され始めていま

す。このシステムがうまく起動すれば、

大学人としてどういう形で教育すれば

いいのかが明確になってきます。

【三木】　橋梁については自治体が本当

は問題なのです。4～ 5 年前に国土交

通省が補助金を出して、各自治体に向

けて進めた長寿命化修繕計画が策定さ

れたと思います。その中で、僕は東京

都と大田区の業務にアドバイザーとし

て参加しました。その他のかなりの数

の自治体のレポートも見るチャンスが

ありました。大きなコンサルタントが

受注しても、それをさらに下請けに出

していきますから、技術のレベルはあ

やしくなるし、現場に回る金額はかな

り減ってきます。長寿命化修繕計画の

策定事業では、民間の実力がわかりま

した。参加した有識者の先生方の力量

と取り組む姿勢もわかったと言えま

す。しかし、この事業は意義があり、

自治体の橋の6、7割は過去一度も点

検していなかったわけで、そこを点検

できました。

【坂村】　いろいろな問題が土木業界に

関わっていると思います。例えば、イ

ンハウス、アウトソーシングについて

ですが、下請け、孫請け、ひ孫請けに

なっている構造が本質的にあります。

建築業界では、依頼した会社の直属の

社員は誰も現場に関わっていないこと

はよくあるわけです。また、道路の管

理も複雑で、国直轄もあるし、都道府

県、市区町村の道路もあるわけです。

さらに、その日常オペレーションを管

理しているのが警察だったり、管理者

だったりします。こうした非常に複雑

な構造になっていることが機動力を阻

害しています。

　今度の笹子トンネル事故で、打音検

査をしていたとしても、大規模な交通

規制をかけるのが無理な場合には、現

実問題として車の騒音で打音を聞き分

けられないのではと、素人の私は思い

ます。本当にしっかり打音検査をする

のであれば、完全に通行止めにしない

といけないと思いますが、多分そこに

経済的な圧力などがかかって困難にし

ているのではないでしょうか。

　特に公共土木ではガバナンスが明快

ではなく、国土交通省を責めるわけで

はないのですが、いったい誰の権限で

誰がどうしているのか不明瞭です。わ

けがわからない中でいろいろなものが

動くのが日本だと言われたら、それで

納得するしかないわけですが、最近、

ほころびが増えているのではないです
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か。根本的な構造改革が必要なほど、

土木業界に危機が来ているのではない

かと、傍から見ていると思います。

地方分権で予算の地方分配は
税金の無駄につながることも

【三木】　先ほど僕が各地域で 10 人に

メンテナンス技術を周知するのを求め

たのは、市町村道まで含めて 10 人い

ればいいということです。はっきり言

えば、県単位だとまだいいかもしれな

いが、市レベルでは土木職員はいませ

んし、橋をつくったことも触ったこと

ない人員しかいないわけです。

【坂村】　地方に予算をどんどん出せと

いうことで、国がやらないで、市町村

がやっていることになっていることが

かなりあります。例えば復興予算につ

いて多くのトラブルが最近出てきてい

ますが、それは、お金をどんどん出し

たからです。いきなり復興予算 8億円

とか 10 億円とか、今まで扱ったこと

がない大金を市町村がどうしていいか

わからないときに、怪しげな業者が

入って来て、わからないうちにどこか

へ消えた、そんな事件が多発していま

す。

　これからは地方分権ということで、

お金を地方へ出していくことになるか

もしれない。橋も道路もつくったこと

がない市町村に大金がいきなり渡り、

しっかり使途を管理できる人がいない

とどうなるのか。それこそ税金の無駄

遣いです。確かに地方のことは地方で

決めていいのですが、その運用や管理

をしっかり決めた上でないと、大金が

舞ってきて、みんなでドンチャン騒ぎ

して終わりになってしまう危険性があ

ります。

【三木】　同感です。道路インフラの老

朽化対策が政策の中で柱として立って

いて、そこに相当な金額が投資される

のは、それ自身はすごく良いことです。

このチャンスを無駄にせずガッチリつ

かまえた上で、少しでもよくする方法

はないかと考えています。できればイ

ンハウスの中で、中国地方とかの地方

単位で集約することができると思いま

す。点検などについては地方整備局単

位ぐらいでまとめないと、技術の集約

もできません。

　僕は 5、6年前に出した提言の中で、

「データの見える化」を強く求めまし

た。誰かがやったものを誰かがチェッ

クできるようにするわけです。全て公

開しろと言っているわけではなく、例

えば、四国地方で進めた事業を東京で

見られるようにする。データを全部見

て、統括してチェックできるようにす

れば、一気に技術レベルが上がるので

はないでしょうか。

　先ほどお話ししたように、コンサル

タントの良し悪しは、担当した橋を並

べてみれば一発で技術力の差がわかり

ます。このコンサルタントは良いとか

悪いとかで自然と淘汰できていくわけ

です。技術力を的確に評価することが

必須条件です。みんながイーブンで競

争入札する世界ではないと思っていま

す。安倍総理が、頑張った、汗をかい

た人が報われると言っていましたが、

そうすべきです。イーブンではなく、

技術的な競争があるようにする。技術

競争するためには、技術が評価できな

くてはいけません。誰が評価するかが

課題ですが、良い業者が残っていく、

良い業者の開発を促進していく仕組み

ができると一気に進むはずです。マー

ケットは巨大ですから。

【坂村】　中央集権よりは地方分権の方

がいいというのは私の基本的な考えで

すが、それでも実際に分権しようとす

るときには、しっかりした組織や機構

がなければできません。その意味では、

国土交通省が持っている地方機構を全

く無視して全部をアウトソーシングに

したら崩壊すると思います。代替でき

る方法があるのならいいのですが、現

実問題として無いわけです。決定権を

地方分権できていればいいのですが、

何十年もかかって構築してきた国の機

構を全部崩壊させてしまったら、日本

は変なことになってしまいます。国の

組織や機構をどう利用するかのアイデ

アが必要です。

【三木】　そうした議論をいろいろして

いた中で国の組織はできてきたので

す。各地方整備局に数人ずつ構造物の

メンテナンスを担当する保全企画官の

制度が設けられましたが、それがうま

く機能することを祈っています。

政府に必要なのは
経営者的な感覚で判断すること

【生源寺】　今の地方分権の話や本日の

全体の話とも共通しますが、キーワー

ドは狭く言えばガバナンス、少し広げ

れば経営だろうと思います。

　大石理事長が冒頭に話された中で、

民主党政権のときの運営の一つの柱が

仕事の再配分だったと話されました。

これは確かにそうだと思います。ただ

私は、政権党が自民党であろうと民主

党であろうと、同じ状況になる可能性

があり、既にその経験を持っている気

がしています。私は、小泉首相は

2005 年 9 月の衆議院議員総選挙で勝

ち過ぎて、その反動でかなりブレたと

思っています。その後の安倍、福田、

麻生首相はその余波で動いていったの

です。そして、2009 年 8 月の衆議院

議員総選挙で民主党政権になって、再

配分への方向にかなりウエートを置い
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て、それが一つの売りだったわけです。

　ただ、それで農業政策もかなりブレ

て本当におかしくなりました。表現が

難しいのですが、ある種の運動論に

引っ張られた政府という色彩が非常に

強かったと思います。政権交代で、今

までの運動論に対して別の運動論をぶ

つけるといった状況が生まれました。

けれども、私は経営者的な感覚でいろ

いろな判断をすることが政府に必要な

ことだろうと思います。いわゆる利益

団体の人も、公営企業の人もいるし、

納税者、消費者、生活者とそれぞれの

立場があり、いろいろな要求があるわ

けです。そうした中で、経営者として

この国の運営をどうしていくかという

感覚で取り組むことが、当然だと思い

ます。しかしこの 5、6 年ほど、それ

がすっぽり抜け落ちていたのではない

かと思います。

　先ほどインフラ整備の割引率の話を

少ししましたが、国全体の経営者的な

感覚であれば、この場合は次世代、あ

るいは次々世代の利害まで考えた上

で、何がベストかを考えるはずだと思

います。予算の配分も単なる再配分だ

けではないのは、ある意味では当然で、

政府による投資的な支出は世代間の再

配分の要素を含まざるを得ない。あた

り前です。全体として経営者的な感覚

でバランスをとってしかも持続性のあ

るものにしていく感覚が、この間の政

治には抜け落ちていたような感じがし

ます。

　今の地方分権の話も同様に、分権さ

れた県の目標は経営者的な感覚で物事

を考えることができるか、それができ

るシステムにしていくことが問われて

いると思います。そうでないと、むし

ろ悪化する形で再現するのではないか

という感じがします。今までのお話の

筋とは少し違う話になりましたが、ご

容赦ください。

【大石】　国家経営、この分野の議論で

は国土経営でもあり、その国土経営の

一つとして、市町村道はその当該市町

村が管理するのが基本原則です。しか

し、それが草刈りや舗装のやりかえ程

度ならそれでよかったのですが、構造

物の基本がわかるところまでを全市町

村に求めるのは過大な要求です。市町

村にその体制を整えることはできませ

ん。市町村合併が進み、土木と建築の

技術者が市町村にも増えたかと調べて

みたら、全く増えていません。一人の

建築技師も一人の土木技師もいない市

町村が合併後に多くあります。そのよ

うな市町村に、橋梁の難しいメカニズ

ムを理解したうえで、どこをどう点検

すれば管理したことになるかを実行す

るのを要求するのは土台無理と思いま

す。

　したがって、例えば国土交通省道路

局は、市町村道まで含めて道路のネッ

トワークを管理して、よりよいものに

して国民の財産として次世代に引き継

いでいくのが責務です。そのことをよ

く自覚するようにと私は言っていま

す。

　生源寺先生が最後に話された言葉を

借りて言わせていただきましたが、そ

うした気持ちで国土と社会資本を見て

いきたいと思っています。ありがとう

ございました。

以上


